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１ 「みやぎ発展税」の概要

▽ 「宮城の将来ビジョン」（平成19年度～令和2年度）に掲げた政策推進の基本方向で

ある「富県宮城の実現～県内総生産10兆円への挑戦～」と「人と自然が調和した美しく

安全な県土づくり」に向けた取組を充実・加速させるために導入し、県内へのものづくり

産業の集積や東日本大震災等の被害軽減などに着実に貢献

▽ 「新・宮城の将来ビジョン」（令和3年度～令和12年度）に掲げた政策推進の基本方向

である「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」と「強靭で自然と調和した県

土づくり」の実現に向けて、これまでの取組を継続するとともに、県経済の持続的な発展

や激甚化する自然災害などの新たな課題に積極的に対応していくために、課税期間を

５年間延長

２ 令和６年度活用方針

▽ 課税期間延長における検討内容や意見等を十分踏まえ、企業誘致をはじめとする
取組を継続するとともに、半導体製造工場が県内に立地することを好機と捉え、県経済
の持続的な発展に向けて、更なる産業の集積と振興に向けた取組の強化、多様な産業
人材の確保・育成、中小企業等のDXの推進等に取り組む。また、大規模災害における
リスク軽減を着実に進める。

適用
法人

資本金又は出資金の額が１億円を超える法人、若しくは所得が年４千万円（収入金額
の場合、年３億２千万円）を超える法人等

超過
税率

「みやぎ発展税」導入時の宮城県県税条例第４１条（法人事業税）に定める税率（＝標
準税率）の５％相当額

課税
期間

第１期：平成２０年３月～平成２５年２月 第２期：平成２５年３月～平成３０年２月
第３期：平成３０年３月～令和 ５年２月 第４期：令和 ５年３月～令和１０年２月
（※ いずれも５年間）

活用の
考え方

産業振興パッケージ：県経済の成長を図るための産業振興に関する施策

災害対策パッケージ：大規模な災害による被害の最小化に関する施策
（※第３期までは震災対策パッケージ）

主な
実績と
成果等

産業振興パッケージ 災害対策パッケージ

高度電子機械・自動車分野
研修修了者数：1,011人

(H24～R4)

奨励金による
雇用創出数：26,527人

(R5.4月現在)

地域防災リーダー養成講習
等（ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ含む）受講者数：
延べ13,140人 (H20～R4)

令和6年度「みやぎ発展税」の活用施策について 【概要】

ものづくり産業の集積 高度産業人材の育成 防災体制の構築
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項目 事業数 活用額 （単位：千円） 活用額が増減した主な事業

発展税活用額合計 93 (＋19) 6,712,976 (▲17,476)

産業振興ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 82 (＋18) 6,553,116 (▲44,489)
外国人材受入体制モデル構築事業

＋240,000千円

災害対策ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 11 (＋1) 159,860 (＋27,013)
中小企業等BCP・事業継続力強化計画
実践支援事業 ＋25,000千円

３ 令和６年度活用施策

【参考】 富県宮城推進基金の概要

▽ 税収はいったん基金に積み立て、その後基金から一般会計に繰り入れて活用事業に充当

⇒ 当該年度の税収額及び使途を明確化

※ 表中括弧内は、前年度比

※１ 令和６年度増減の活用額には、令和５年度からの繰越額を含まない。
※２ 項目ごとに百万円未満を四捨五入しているため、積上げと計が一致しない場合がある。
※３ 令和６年度末残高については、立地決定した企業や今後立地する企業への奨励金等に活用する方針としている。

令和５年度末
残高

令和６年度増減 令和６年度末
残高積立額 活用(充当)額 計

175.5億円 +52.3億円 ▲67.1億円 ▲14.8億円 160.7億円

○ 基金残高の推移見込

産業振興パッケージ （６つの施策の柱と主な事業）

（１） 企業集積促進
7事業 活用額：4,040,447千円

企業の工場新増設等の促進、半導体・情報関連産
業の集積促進、産業基盤整備等

（２） 技術高度化支援
13事業 活用額：622,855千円

産学官連携等による県内企業の技術力向上と新規
参入、マッチング、競争力強化の支援等

災害対策パッケージ （２つの施策の柱と主な事業）

（１） 災害に対応する産業活動基盤の強化
4事業 活用額：50,147千円

指定避難所等の機能強化など、大規模災害におけ
るリスク軽減を加速

（２） 防災体制の整備
7事業 活用額：109,713千円

人口減少社会を見据えた地域の防災力の維持・向
上のための体制整備・人材育成等

（６） 地域産業振興促進
30事業 活用額：756,634千円

商業の振興や農林水産業の競争力強化など、地域
産業振興に資する施策等の機動的な展開

（４） 人材育成促進
7事業 活用額：373,107千円

産業界から大学、高校等まで一体となった産業人材
育成体制の強化、即戦力となる人材の育成

（５） 人材確保支援
10事業 活用額：207,518千円

専門知識を有する人材等の県内企業への環流促進
や企業の人材確保に向けた環境整備支援等

（３） 中小企業・小規模事業者活性化
15事業 活用額：552,555千円

中小企業・小規模事業者支援施策の総合的な推進、
創業・第二創業の促進、デジタル化支援等

※ ◆：新規・拡充事業 ◇：継続事業

◆ ものづくり中小企業”生産性向上実現”DX戦略推進事業

◆ 放射光施設利用促進事業

◆ ものづくりカレッジプロジェクト
◆ 外国人材現地ジョブフェア事業

◇ テック系スタートアップ成長支援事業
◆ 中小企業等デジタル化支援事業

◆ ものづくり海外販路開拓支援事業
◆ DX関連スタートアップ支援事業

◇ 防災・減災森林インフラ整備事業
◇ 小学校スクールゾーン内ブロック塀等除却助成事業

◆ 半導体人材育成・産学連携推進事業
◆ 外国人材受入体制モデル構築事業

◇ みやぎ企業立地奨励金事業
◇ 情報通信関連企業立地促進奨励事業

◆ 中小企業等BCP・事業継続力強化計画実践支援事業

◆ 地域防災リーダー育成等推進事業
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(単位：千円)

うち基金充当額

１　産業振興パッケージ 6,948,224 6,553,116

4,275,808 4,040,447

1
経済商工
観光部

産業立地
推進課 3,089,000 3,089,000

　県内に工場等を新設又は増設する企業に対し、初期投資負担軽減のための
奨励金を交付する。

2
経済商工
観光部

産業立地
推進課 11,931 11,909

　「名古屋産業立地センター」を設置し、企業OBを活用しながら中京地区での
自動車関連企業の動向の収集や誘致活動を行う。

3
経済商工
観光部

産業立地
推進課 1,000,000 770,061 　市町村が行う工場用地造成事業に要する経費を無利子で貸し付ける。

新
規

4
経済商工
観光部

産業立地
推進課 35,000 35,000

　効果的な企業誘致を行うため、各産業の市場調査・分析、情報収集を行うと
ともに、国や大学等と連携しながら、企業向けのセミナーを開催し、本県の投
資環境の優位性をPRするなど、誘致活動を強化する。

新
規

5
経済商工
観光部

産業立地
推進課 30,000 30,000

　市町村等が、新たな産業用地を整備するため必要な調査や整備済みの産
業用地における再生可能エネルギーの導入に向けた調査をするために必要
な費用の一部を補助する。

6 企画部
産業デジタル

推進課 102,577 102,577

　県内に事業所を新設する開発系ＩＴ企業等に対し、初期投資負担軽減と新規
雇用促進のための奨励金を交付するとともに、全国のIT企業が参加する展示
会において、県の投資環境等について情報提供を行い、本県への立地につな
げる。

7 警察本部 交通規制課 7,300 1,900
　主要な工業団地内など物流の円滑化を図る上で効果的と認められる主要道
路上に信号機等を整備する。

627,818 622,855

8
経済商工
観光部

新産業
振興課 1,980 1,980

　本県の強みを活かした商品開発や地域づくりについての調査検討を行うた
め、テーマ指定による産学共同研究会を実施する。

9
経済商工
観光部

新産業
振興課 10,000 10,000

　材料・分析分野において、産学官連携を通じた県内事業者の技術開発力・
競争力向上を図り、県内企業が有する課題の解決に向けた技術開発に取り組
む。

10
経済商工
観光部

新産業
振興課 199,783 199,783

  地域の中小企業が単独で保有することが難しい機器等を産業技術総合セン
ターに設置する。

11
経済商工
観光部

新産業
振興課 28,817 28,003

　産業技術総合センターに「みやぎデジタルエンジニアリングセンター」を設置
し、学術研究機関と連携しながら、クリエイティブなデジタルエンジニアの育成
を行うとともに、県内企業へ技術の普及を図る。

12
経済商工
観光部

新産業
振興課 66,233 62,111

　「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」の活動として、市場技術セミナーの
開催や展示会への共同出展等を行い、取引創出・拡大を図るとともに、コー
ディネーターによるフォローアップや販路開拓に必要な費用の一部を補助す
る。

13
経済商工
観光部

新産業
振興課 10,430 10,430

　県内中小企業等が国の「成長型中小企業等研究開発支援事業」を活用する
ためには、事業管理機関が必要であることから、その体制を（公財）みやぎ産
業振興機構に整備する。

新
規

14
経済商工
観光部

新産業
振興課 62,800 62,800

　ものづくり中小企業のDX導入を積極的に推進するため、ERP等の導入を検
討している企業に対してマッチングイベントを開催するとともに、AI・ＩｏＴ等の先
進技術を活用した技術導入に必要な経費の一部を補助する。

15
経済商工
観光部

新産業
振興課 68,678 68,678

　高度電子機械産業や自動車産業分野等において、産学官連携による技術
高度化等に必要な技術・製品開発に必要な費用等の一部を補助する。また、
県内企業が、川下企業等への参入を図るために試作開発等に取り組むため
に必要な費用の一部を補助する。

16
経済商工
観光部

新産業
振興課 91,000 91,000

　次世代放射光施設「ナノテラス」の利活用を促進するため、ナノテラスの利用
支援に必要な費用を補助するとともに、県内に新たな研究開発施設等を整備
した企業に対する奨励金等を交付する。

17
経済商工
観光部

新産業
振興課 12,270 12,270

　産業技術総合センターが主体となり、自動車・高度電子機械・食品製造業等
の分野に関する研究開発を企業等と連携協力して実施し、その成果を地域企
業に技術移転する。

18
経済商工
観光部

自動車産業
振興室 49,983 49,983

　自動車関連産業におけるカーボンニュートラル化（CN化）への取組を支援す
るため、脱炭素化に向けたエネルギー診断や計画策定支援を行うほか、CN化
に向けた設備整備のために必要な費用の一部を補助する。

新
規

19
経済商工
観光部

自動車産業
振興室 3,520 3,520

　（公財）みやぎ産業振興機構が自動車関連の中小企業等に対して行う、受発
注取引関係の強化のために必要な経費の一部を補助する。

新
規

20
経済商工
観光部

自動車産業
振興室 22,324 22,297

　産業技術総合センターとの共同研究による新技術・新工法の開発支援のほ
か、デジタル技術を活用した設計技術の普及等の技術力強化を支援する。

令和6年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和６年度当初予算額
事業概要等

企業誘致活動強化事業

産業用地整備設計等事業補助金

情報通信関連企業立地促進奨励
事業

企業立地型交通安全施設整備事
業

１－(１) 企業集積促進

みやぎ企業立地奨励金事業

名古屋産業立地センター運営事業

工場立地基盤整備事業貸付金

ものづくり基盤技術高度化支援事
業

ものづくり中小企業”生産性向上実
現”DX戦略推進事業

新規参入・新産業創出等支援事業

放射光施設利用促進事業

地域企業競争力強化支援事業

１－(２) 技術高度化支援

産学連携プロジェクト推進事業

産学官連携素材技術活用支援事
業

富県宮城技術支援拠点整備拡充
事業

デジタルエンジニアリング高度化支
援事業

高度電子機械産業集積促進事業
（人材育成センターを除く）

自動車関連産業におけるカーボン
ニュートラル推進支援事業

自動車関連産業参入支援事業

自動車関連技術支援事業
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(単位：千円)

うち基金充当額

令和6年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和６年度当初予算額
事業概要等

566,292 552,555

21
経済商工
観光部

新産業
振興課 9,000 9,000

　ものづくり産業の振興に資する研究開発を行うベンチャー企業等に対して、
事務所、研究室等として県内のインキュベート施設やオフィス等の賃貸物件
（東北大学連携ビジネスインキュベータ（T-Biz）を除く。）に入居する場合の賃
料の一部を補助する。

22
経済商工
観光部

新産業
振興課 26,000 26,000

　「テクスタ宮城」の運営を通じて、スタートアップを支援するとともに、県内もの
づくり企業とスタートアップ企業や支援機関のマッチングイベントやセミナーを
開催する。また、スタートアップ企業が必要としている支援をワンストップで提
供する支援拠点を関係機関と連携して整備する。

23
経済商工
観光部

商工金融課 17,000 17,000

　自動車関連産業、高度電子機械産業、食品製造業関連産業等の分野に新
たに参入等を行う事業者、「生産性特別措置法」による先端設備等導入計画
に係る認定を受けた事業者及び観光関連施設の整備を行う事業者に対して、
県信用保証協会が実施している信用保証料軽減減収分を補てん助成する。

24
経済商工
観光部

中小企業
支援室 20,000 20,000

　地域企業の底上げを目指す「ステージアップ支援事業」において、目標達成
（企業の底上げ）を図るため、地域を牽引し、地域への波及効果が期待される
認定企業に対し、設備導入や研究開発、販路開拓等に必要な費用の一部を
補助する。

25
経済商工
観光部

中小企業
支援室 68,073 68,073

　創業又は第二創業しようとする者に対し、その必要な費用の一部を補助す
る。

26
経済商工
観光部

中小企業
支援室 13,930 13,930

　本県での創業希望者に本県の創業環境や創業支援施策の情報を提供す
る。また、県内の各地域が抱える地域課題の解決に向けた創業者を増やすこ
とを目的とした取組を実施する。

27
経済商工
観光部

中小企業
支援室 20,000 20,000

　中小企業等の地域資源や優れたビジネスアイデアを生かした新商品・新
サービスの研究・開発に必要な費用の一部を補助する。

28
経済商工
観光部

中小企業
支援室 44,200 44,200

　（公財）みやぎ産業振興機構がものづくり中小企業を対象に実施する、生産
現場における生産性改善・人員配置の適正化等による経営安定化のための
専門家派遣や現場改善セミナーの開催に必要な費用の一部を補助する。

29
経済商工
観光部

中小企業
支援室 20,300 20,300

　（公財）みやぎ産業振興機構がものづくり中小企業等を対象に実施する、県
外の発注企業への営業活動や、自社の加工技術や自社製品の紹介動画の
作成のための専門家派遣及び商談会等の開催に必要な費用の一部を補助す
る。

30
経済商工
観光部

中小企業
支援室 16,700 16,700

　（公財）みやぎ産業振興機構が実施する、中小企業経営者の事業承継への
意識を啓発する事業や、関係機関と連携し円滑な事業承継に必要な支援を行
う宮城県事業承継ネットワークの取組に必要な費用の一部を補助する。

31
経済商工
観光部

中小企業
支援室 26,400 26,400

　地域の牽引役として成長・発展できる「稼げる」水産加工モデルを創出するた
め、徹底した伴走型支援による経営課題の解決と中核人材の育成を通じて、
企業競争力を強化するとともに、企業間連携の取組を促進する。

32
経済商工
観光部

中小企業
支援室 236,700 236,700

　県内中小企業等の生産性向上等に向けて、デジタル技術を活用したシステ
ム等の導入・開発に係るアドバイザー派遣及び必要な費用の一部を補助す
る。

新
規

33
経済商工
観光部

中小企業
支援室 4,000 4,000

　中小企業等の人材不足に対応するため、デジタル技術の活用等による複数
の企業が連携した共同化に向けた取組に必要な費用の一部を補助する。

34
経済商工
観光部

中小企業
支援室 16,114 16,114

　商工会・商工会議所が実施する、小規模事業者の経営計画作成から計画に
基づく販路開拓の取組を伴走支援するために必要な費用や、商工会・商工会
議所を通じて、小規模事業者が商談会等への出展するために必要な費用の
一部を補助する。

新
規

35 農政部 食産業振興課 27,875 14,138
　食品製造業者の経営改善に向けて、課題の洗い出しから事業の再構築に向
けた活動の実施までの一連の過程をサポートするとともに、人材育成に関する
セミナーを開催する。

434,279 373,107

新
規

36
経済商工
観光部

新産業
振興課 49,300 49,300

　半導体人材を育成するため、高校生から大学生までを対象とした半導体に
関連した実習及び県内企業見学会を開催するほか、産学連携を推進するた
め、「半導体関連産業産学連携テーブル」を設置し、運営する。

新
規

37
経済商工
観光部

国際政策課 70,000 40,000
　現地（海外）に人材サポートセンターを設置し、県内企業等との人材マッチン
グ、日本語学校における留学生募集活動等に資する取組を行う。

新
規

38
経済商工
観光部

国際政策課 270,000 240,000
　外国人材の定着に向け、外国人材の受入れに積極的に取り組む自治体をモ
デル地域として選定し、モデル地域における日本語学校等の受入体制構築の
取組を財政的に支援することにより、県内の外国人材受入体制を強化する。

39 企画部
産業デジタル

推進課 38,259 38,259
　県内ＩＴ企業等への就業促進のため、就職活動前の学生等を対象に県内ＩＴ
企業等が教育機関等と連携して行う事業に対し費用の一部を補助するほか、
新卒学生等の採用後の人材育成を支援する。

新
規

40 企画部
産業デジタル

推進課 2,396 2,396
　中小企業のデジタル技術を活用した生産性向上を促進するため、経営者や
担当者向けにデジタル技術活用に関するセミナーを開催する。

41 教育庁 教職員課 1,980 1,980
　専門高校等の教員等を最先端の技術・技能を有する企業等に派遣して最新
技術等を習得させる。

新
規

42 教育庁 高校教育課 2,344 1,172
　専門高校等の特色・強みを踏まえて、地域の課題・人財育成のニーズに応じ
ることにより、地域活性化の担い手として、分野や領域の壁を超えて人や組織
の「協働」を創出し、地域産業の振興を推進できる人財を育成する。

テック系スタートアップ成長支援事
業

富県宮城資金等円滑化支援事業

ステージアップ支援事業

スタートアップ加速化支援事業

みやぎ創業推進支援事業

新事業創出支援事業

１－(３) 中小企業・小規模事業者活性化 

ものづくり産業起業家等育成支援
事業

小規模事業者伴走型支援体制強
化事業

食品製造業経営力強化サポート事
業

１－(４) 人材育成促進

半導体人材育成・産学連携推進事
業

生産現場改善強化支援事業

取引拡大チャレンジ支援事業

事業承継支援体制強化事業

水産加工業企業力強化支援事業

中小企業等デジタル化支援事業

中小企業等共同化チャレンジ事業

産業人材養成教員研修事業

専門教育次世代人材育成プロジェ
クト事業

現地人材サポート体制構築事業

外国人材受入体制モデル構築事
業

デジタル人材採用・育成支援事業

産業デジタル化支援事業

100



(単位：千円)

うち基金充当額

令和6年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和６年度当初予算額
事業概要等

249,857 207,518

新
規

43
経済商工
観光部

富県宮城
推進室 17,000 8,711

　ものづくり人材の確保等のため、ものづくりカレッジを設置し、県内ものづくり
企業の特色や魅力を学生に伝える取組を行う。

44
経済商工
観光部

産業立地
推進課 693 693

　県内に立地した企業の雇用確保を効果的に支援するため、企業と合同で高
校等を訪問し、学生や教員等の認知度向上を図る。

新
規

45
経済商工
観光部

半導体産業
振興室 14,300 14,300

　半導体工場の立地に伴い、海外から移住される従業員・家族等向けに生活
環境等を紹介する。

46
経済商工
観光部

雇用対策課 38,000 38,000
　県外に居住するプロフェッショナル人材を、有料人材紹介会社を介し、新たに
受け入れた企業に対し、紹介手数料の一部を助成する。

47
経済商工
観光部

雇用対策課 40,100 21,050
  マッチングサイトの運営等により、企業における副業・兼業人材の活用を促
進する。

新
規

48
経済商工
観光部

雇用対策課 15,150 15,150
　県外の学生に対して採用面接、インターンシップ等のため来県した際の交通
費・宿泊費の一部を補助する。

新
規

49
経済商工
観光部

雇用対策課 4,500 4,500
　県内の半導体関連企業へプロフェッショナル人材戦略マネージャー等を派遣
し、必要な人材の明確化を図るとともに、民間人材ビジネス事業者を活用し
て、必要となる半導体関連プロフェッショナルの確保を支援する。

50
経済商工
観光部

国際政策課 17,176 17,176
　外国人を雇用中又は雇用しようとする県内企業を対象に、外国人材活用の
検討、採用、育成、定着までの相談をワンストップで行う窓口を設置するほか、
企業向けセミナー、外国人を対象とする合同企業説明会等を開催する。

新
規

51
経済商工
観光部

国際政策課 55,000 40,000
　外国人材を確保するため、県内企業と現地求職者等のマッチングイベントを
開催すること等により、県内の人手不足解消に取り組む。

新
規

52
経済商工
観光部

国際政策課 47,938 47,938

　半導体工場の立地に伴い、台湾から移住される従業員・家族等の日常生活
の支障解決に対応するため、相談体制の整備、語学講座の開設支援を実施
するとともに、台湾現地政府や関係機関との観光・経済交流を強化するため
の実務協議を行う。

794,170 756,634

53
経済商工
観光部

富県宮城
推進室 8,000 8,000

　地方振興事務所からの企画提案により、地域産業が抱えている課題解決を
図り、持続的な地域産業の振興を目指す。

54
経済商工
観光部

新産業
振興課 7,424 7,424

　産学官の連携による新商品開発や後継者育成等に要する費用の一部を補
助するとともに、販路開拓を支援するための展示会等への出展を行う。

55
経済商工
観光部

新産業
振興課 8,500 8,500

　県内の優れた工業製品を発掘し、「みやぎ優れＭＯＮＯ」として認定するとと
もに、認定製品の市場開拓や販路拡大等を支援する。

56
経済商工
観光部

自動車産業
振興室 21,000 21,000

　沿岸被災地をフィールドとした電動モビリティの活用実証事業を実施するた
めに必要な費用の一部を補助する。

57
経済商工
観光部

自動車産業
振興室 40,000 40,000

　UDタクシー車両を新たに導入する事業者等に対し、導入に必要な費用の一
部を補助する。

新
規

58
経済商工
観光部

自動車産業
振興室 24,000 24,000

　多様なモビリティの利活用が進展する中、自動車関連産業の更なる集積を
実現し、ものづくり人材の裾野を広げるために、空・陸次世代モビリティ実証調
査・情報発信の実施及びモビリティイベントの開催促進等を図る。

59
経済商工
観光部

商工金融課 14,500 14,500
　商店街組合やまちづくり会社が商店街の課題を解決するために必要なソフ
ト・ハード事業及びビジョン形成のために必要な費用の一部を補助する。

60
経済商工
観光部

商工金融課 8,300 8,300
　将来、商店街等の地域商業リーダーとなる人材を育成するため、セミナーの
開催や若手・女性商業者が実施する新たな魅力発信等の事業を実施するた
めに必要な費用の一部を補助する。

61
経済商工
観光部

商工金融課 6,050 6,050
　商店街組織や商業者等が実施する、従来の商業機能を強化・補完するため
の新たな販売手法の取組を実施するために必要な費用の一部を補助する。

62
経済商工
観光部

観光戦略課 8,500 8,500
　県内宿泊施設における先進的で多様な、かつ他施設のモデルとなるような外
国人観光客受入環境整を整備するために必要な費用の一部を補助する。

63
経済商工
観光部

観光戦略課 24,000 24,000
　県内観光地３か所において、AIカメラやセンサー等のデジタル技術を活用し
て観光地内の駐車場等の混雑度を可視化し、観光用デジタルマップを活用し
て、エリア内の混雑状況や観光施設の情報を発信する。

新
規

64
経済商工
観光部

観光戦略課 30,000 30,000
　県産品や外国人材の受入体制等の本県の魅力を諸外国に発信するための
イベントを開催することにより、本県の認知度向上、海外との交流機会の拡大
を図る。

１－(５) 人材確保支援

宮城ＵＩＪターン助成金事業

副・兼(富っ県)みやぎマッチング促
進プロジェクト

みやぎで就活応援プロジェクト

プロフェッショナル人材戦略拠点
（半導体）運営事業

外国人材マッチング支援事業

外国人材現地ジョブフェア事業

ものづくりカレッジプロジェクト

立地企業雇用確保支援対策事業

国外半導体人材生活支援事業

１－(６) 地域産業振興促進

地域支援事業

みやぎの伝統的工芸品産業振興
事業

みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業

次世代自動車技術実証推進事業

ユニバーサルデザインタクシー普
及促進事業

台湾事業者支援事業

観光地周遊促進事業

アンバサダーサミット開催事業

空・陸次世代モビリティ体感事業

次世代型商店街形成支援事業

商店街ＮＥＸＴリーダー創出事業

買い物機能強化支援事業

外国人観光客受入環境整備促進
事業
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65
経済商工
観光部

観光戦略課 6,788 6,788

　主に北海道や中部以西（中部・関西・九州地区）の現地旅行会社や学校関
係者を訪問し、震災研修を含めた教育旅行の招請を行うとともに、インバウン
ド再開に伴う、訪日教育旅行を促進するため、台湾を対象とした誘致活動を行
う。

66 経済商工
観光部

観光戦略課 23,000 23,000

　台湾の現地サポートデスクと大連事務所において、現地の情報収集をはじ
め、旅行会社等へのセールスコールや商品造成のフォロー、現地での旅行博
等のイベントへの出展等の取組を実施するとともに、台湾、中国、韓国、香港
及び英語圏に対する情報発信について一元化して発信することで機動的なプ
ロモーションを展開する。

67
経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 8,764 5,055

国際ビジネス推進コーディネーターを配置し、貿易の実務や商習慣、仕向地ご
との規制などの相談に対応することにより、更なる輸出拡大を図る。

68
経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 12,985 12,985

　東南アジアに精通する事業者・専門家を通じて、海外販路先として有望な市
場のニーズや販売先等に関する情報収集を行うとともに、県内企業の現地販
路開拓・拡大、現地進出等に対して必要な支援を実施する。

新
規

69
経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 18,780 10,352

　県内企業の海外市場における販路拡大を促進するため、海外商談会におい
て宮城県ブースを設置し出展を支援するとともに、県産工芸品の海外テスト
マーケティングを実施する。

新
規

70
経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 12,000 6,000

　本県への投資が期待できる海外企業等を対象としたセミナーを開催するとと
もに、県内パートナー候補企業とのビジネスマッチングを実施する。

71 企画部
産業デジタル

推進課 17,278 17,278
　ユーザー企業のニーズに即した実用的な商品の開発に必要な経費の一部を
補助するとともに、優れたＩＴ商品を県が認定し、認定商品の浸透を図るため、
展示会への出展等の販促活用に必要となる経費の一部を補助する。

72 企画部
産業デジタル

推進課 15,546 15,546

　県内企業等の課題解決に寄与するデジタル技術を活用したシステム開発・
導入実証を行うために必要な費用の一部を補助するとともに、デジタル技術導
入を検討する県内企業等と県内IT企業との異業種連携によるデジタル技術を
活用したビジネス振興を図る。

新
規

73 企画部
産業デジタル

推進課 27,763 27,763
　デジタル技術を活用して社会課題解決に資する新たなビジネスプランに挑む
起業家たちを県内外から集め、宮城県から日本を牽引するＤＸ関連スタート
アップの創出を目指し、Miyagi Pitch Contest を開催する。

新
規

74 環境生活部 環境政策課 9,600 4,920
　ものづくり産業において急速に増大する再生可能エネルギー電力需要と、県
内の未利用地等を活用した再生可能エネルギー電力をマッチングし、県内産
業への再生可能エネルギー電力の優先供給による競争力の強化を図る。

75 環境生活部
次世代

エネルギー室 1,000 1,000
　水素エネルギーに関する産業創出に向け、県内事業者等を対象に関係機関
等と連携した水素・燃料電池関連技術に関する産業セミナーを開催する。

新
規

76 農政部 食産業振興課 21,838 11,119
　県産品の新たな露出機会を創出するため、商品の試食・試飲後にQRコード
から購入できる対面形式のポップアップイベント「OMO物産展」を開催する。

77 農政部 農業振興課 169,000 169,000

　経営の多角化や大規模園芸生産等を行おうとする経営体に対して、施設整
備等するために必要な費用の一部を補助するとともに、（公財）みやぎ産業振
興機構がアグリビジネス経営体の育成に向けた経営講座や専門家派遣を実
施するために必要な費用の一部を補助する。

78 農政部 園芸推進課 2,200 2,200
　県内の農業法人や異業種企業及び県外企業の誘致を図るため、大規模な
施設園芸の立地に対する優遇制度を設ける。

79 農政部 畜産課 26,000 22,000

　畜産の労働生産性向上と食品産業との連携強化を図るため、生産者のデジ
タル技術導入するために必要な費用の一部を補助するとともに、県内独自銘
柄畜産物やそれを原材料とした製品の販売会やイベント開催するために必要
な費用の一部を補助する。

80 水産林政部
水産業基盤

整備課 101,354 101,354
　水産物を安定供給する体制を構築するため、漁業者等が閉鎖循環式陸上養
殖システム等を導入するために必要な費用の一部を補助するとともに、陸上
養殖を普及させるためセミナーの開催や専門家派遣を実施する。

81 土木部
空港臨空
地域課 20,000 20,000

　航空会社等と連携した需要創出や航空貨物拡大に向けた取組等を推進す
る。

82 土木部
空港臨空
地域課 100,000 100,000

　航空会社の新規就航や増便等を後押しするため、仙台空港に就航する新規
路線等の就航初期に必要となる費用等の一部を補助する。

教育旅行誘致促進事業

外国人観光客誘致促進事業

県産食品海外ビジネスマッチング
サポート事業

東南アジアとの経済交流促進事業

再エネ電力調達マッチング支援事
業

水素エネルギー産業創出事業

県食品デジタルマーケティング展開
支援事業

アグリビジネス経営体確保育成事
業

みやぎ大規模施設園芸立地奨励
金

多様で特色のある県畜産物の生産
消費促進事業

ものづくり海外販路開拓支援事業

対宮城県直接投資促進事業

みやぎＩＴ商品販売・導入促進事業

先進的デジタル産業振興支援事業

DX関連スタートアップ支援事業

水産業の持続的な発展を実現する
ための陸上養殖経営体育成事業

仙台空港600万人・5万トン実現推
進事業

航空路線誘致促進事業
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(単位：千円)

うち基金充当額

令和6年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和６年度当初予算額
事業概要等

２　災害対策パッケージ 294,874 159,860

185,147 50,147

83 水産林政部 森林整備課 150,000 15,000
　頻発化・激甚化する自然災害に備え、指定避難所や避難路など重要施設の
安全性を確保するため、老朽化した既存治山施設の機能強化等の治山対策
を実施する。

84 土木部 建築宅地課 800 800
　耐震改修促進法の改正により耐震診断が義務化された特定建築物の耐震
改修等に補助を行う市町村に対し、市町村負担の一部を助成する。また、市
町村が行う指定避難所の耐震診断に要する経費の一部を助成する。

85 土木部 建築宅地課 15,347 15,347
　危険なブロック塀等の改善を加速させるため、ブロック塀等の除却に対して、
市町村による助成に加えて、県による市町村を通じた助成も実施する。

86 教育庁 施設整備課 19,000 19,000
　市町村が行う小中学校施設の防災対策事業のうち、国庫補助の対象となら
ない小規模な非構造部材の耐震対策工事を実施するために必要な費用の一
部を補助する。

109,727 109,713

新
規

87
経済商工
観光部

中小企業
支援室 25,000 25,000

　中小企業等が策定したBCP・事業継続力強化計画を実践するために必要と
なる設備・備品等の導入経費の一部を補助する。

88
復興・

危機管理部
復興支援・

伝承課 3,000 3,000
　次なる災害を見据えた防災・減災を進めるため、企業経営者等の震災時の
経験や得られた教訓などを紹介することで、中小企業等の経営者等の防災意
識の向上を図る。

89
復興・

危機管理部
復興支援・

伝承課 24,785 24,771
　大規模災害時における経済的な被害の最小化につなげるため、水災・地震
補償を付帯した保険の有効性をPRするプロモーション活動を実施するととも
に、それらに新規加入する者等に対して、その費用の一部を補助する。

90
復興・

危機管理部
防災推進課 23,637 23,637

　災害に関する基礎知識や防災対策等の技能を有する防災リーダーを地域や
企業内で計画的に育成するための養成講習等を開催する。

91
復興・

危機管理部
防災推進課 1,505 1,505

　資源エネルギー庁事業により災害対応型中核給油所等に備蓄された燃料を
優先的に利用するための管理に必要な経費を負担する。

92 土木部 事業管理課 30,000 30,000
　大規模な災害の発生に備え、県の防災力の更なる強化を図るために、県内
の建設企業等が取り組む防災体制の構築や対応力の強化等に必要な費用の
一部を補助する。

93 教育庁
保健体育
安全課 1,800 1,800

　自主防災組織等における将来の地域防災活動の担い手となる、「みやぎ防
災ジュニアリーダー（高校生）」を養成する。

7,243,098 6,712,976

特定建築物等震災対策事業

小学校スクールゾーン内ブロック塀
等除却助成事業

小規模防災機能強化補助事業

２－(２) 防災体制の整備

中小企業等BCP・事業継続力強化
計画実践支援事業

２－(１) 災害に対応する産業活動基盤の強化

防災・減災森林インフラ整備事業

みやぎ防災ジュニアリーダー養成
事業

　　　　合　　　　　　　　計

被災した企業経営者等による中小
企業向け防災研修事業

水災補償付き火災保険等加入支
援事業

地域防災リーダー育成等推進事業

災害用石油製品備蓄事業

地域建設産業災害対応力強化支
援事業
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